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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

中間会計期間
第40期

中間会計期間
第39期

会計期間
自 2024年６月１日
至 2024年11月30日

自 2025年６月１日
至 2025年11月30日

自 2024年６月１日
至 2025年５月31日

売上高 （百万円） 15,902 15,637 27,839

経常利益 （百万円） 1,509 2,144 2,826

中間（当期）純利益 （百万円） 1,044 1,484 1,957

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 1,750 1,750 1,750

発行済株式総数 （株） 35,147,915 35,147,915 35,147,915

純資産額 （百万円） 11,262 13,359 12,175

総資産額 （百万円） 32,974 28,113 30,182

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 30.83 44.52 58.18

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 30.50 44.03 57.55

１株当たり配当額 （円） － － 6.00

自己資本比率 （％） 33.9 47.3 40.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,063 9,305 7,641

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △49 △4,064 53

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △80 △3,382 △4,064

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 4,878 8,419 6,568

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

「第２ 事業の状況 ３ 重要な契約等」にあるとおり、当中間会計期間において、当社は株式会社小川建設を子

会社化しました。本株式取得に伴い当社は2026年５月期第３四半期より連結決算に移行する予定でおります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられるものの、緩やか

に回復しております。

個人消費は、持ち直しの動きがみられます。「家計調査」（10月）では、実質消費支出が前月比3.5％減となりま

したが、「商業動態統計」（10月）では、小売業販売額が前月比1.6％増となりました。設備投資は、持ち直しの動

きがみられるものの、このところ弱含んでいます。需要側統計である「法人企業統計季報」（含むソフトウェア）で

は、2025年７－９月期が、前期比1.4％減となりました。輸出については、おおむね横ばいとなっております。11月

の輸出総額が前月比で3.4％増となっております。

当社が属する不動産業界においては、弱含みの動きがみられます。先行指標となる新設住宅着工戸数の季節調整済

み年率換算値は、10月が803千戸と前月比10.2％増加となりました。一方で、首都圏マンションの初月契約率につい

ては、11月が60.2％となり好不況の分かれ目とされる70％を下回りました。

このような状況の中、当社は、賃貸開発事業及びバリューアップ事業における新規物件の取得や保有物件の売却を

進めてまいりました。この結果、売上高は15,637百万円（前年同期比1.7％減）、営業利益2,359百万円（同31.3％

増）、経常利益2,144百万円（同42.0％増）、中間純利益1,484百万円（同42.2％増）となりました。

 

当中間会計期間におけるセグメントの経営成績は次のとおりであります。

（分譲開発事業）

分譲開発事業では、売上計上する引渡物件がありませんでした。この結果、売上高はゼロとなりました（前年同期

のセグメント売上高はありませんでした。）。上記の理由から、セグメント利益もありませんでした（前年同期のセ

グメント利益はありませんでした。）。

（賃貸開発事業）

賃貸開発事業では、首都圏を中心に用地取得から賃貸マンション建築・販売まで行っており、鷹番プロジェクト、

幡ヶ谷３プロジェクト及び神田三崎町プロジェクト等の14物件を売却いたしました。収益性の高いエリアでの物件売

却を進め、販売棟数が前年同期の13棟から14棟へ１棟増加した結果、売上高は13,782百万円（同29.7％増）、セグメ

ント利益は2,713百万円（同63.8％増）と前年同期比で増収増益となりました。

（バリューアップ事業）

バリューアップ事業では、中古のマンションを購入し、外観や設備が経年劣化した不動産に対して効率的に改修を

行ったり、築年の浅い物件においても、賃料の見直しや居住率のアップを目的として、リーシングを行ったりするこ

とにより収益性を向上させ、既存の建物の付加価値を高めた上で売却しております。西中延２プロジェクト、南大塚

４プロジェクト及び猿江プロジェクトの３物件を売却いたしました。販売棟数が前年同期の10棟から３棟へ減少した

結果、売上高は1,848百万円（同64.9％減）、セグメント利益は227百万円（同67.8％減）と前年同期比で減収減益と

なりました。

 

　当中間会計期間末における資産は、前事業年度末から2,069百万円減少し、28,113百万円となりました。負債につ

いては、前事業年度末から3,253百万円減少し、14,753百万円となりました。また、純資産については、前事業年度

末から1,184百万円増加し、13,359百万円となりました。

　前事業年度末からの主な変動要因は、以下のとおりであります。

　資産につきましては、保有物件の売却を積極的に進めた結果、現金及び預金が1,827百万円増加した一方、販売用

不動産と仕掛販売用不動産が合わせて7,149百万円減少いたしました。また、関係会社株式の取得等により、投資そ

の他の資産が4,075百万円増加しております。

　負債につきましては、保有物件の売却を積極的に実施した結果、借入金の総額が、3,083百万円純減いたしまし

た。また、純資産につきましては、自己株式の取得等により100百万円減少したものの、利益剰余金が1,284百万円増

加しております。
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　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により9,305百万円増加いた

しました。一方で、投資活動により4,064百万円減少し、財務活動においては3,382百万円減少いたしました。この結

果、資金は前事業年度末と比べて1,851百万円増加し、当中間期末残高は8,419百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は9,305百万円（前年同期は2,063百万円の獲得）となりました。主な要因として

は、保有物件の積極的な売却をしたことにより、棚卸資産が7,150百万円減少し、税引前中間純利益を2,144百万円計

上したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は4,064百万円（前年同期は49百万円の流出）となりました。主な要因としては、

関係会社株式の取得により4,088百万円を使用したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は3,382百万円（前年同期は80百万円の流出）となりました。主な要因としては、

新規物件の取得等に伴う5,275百万円の借入を実行した一方で、保有物件の売却等により借入金を8,357百万円返済し

たことによるものであります。

 

(2)経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5)資本の財源及び資金の流動性に関する分析

当社の資金需要の主なものは、運転資金需要と販売用不動産の取得及び建築費に必要な資金等であります。運転資

金については、内部資金を充当し、必要に応じて金融機関からの短期借入金で調達を行っております。また、販売用

不動産の取得及び建築費等については、金融機関からの短期借入金及び長期借入金で調達を行っております。
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３【重要な契約等】

　当社は、2025年10月７日開催の取締役会において、株式会社小川建設（本社：東京都新宿区四谷、代表取締役

社長 田下 宏彰）（以下「小川建設」といいます。）の株式を取得し、子会社化することを決議し、同日付で株

式譲渡契約書を締結致しました。

 

（１）契約の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　株式会社小川建設

事業の内容　　　　　　建築、土木その他建築工事の請負等

 

②企業結合を行う主な理由

当社は総合不動産デベロッパー事業を行っており、従前より小川建設に建設業務を発注するなど、取引を継続

的に行っております。足元では、ゼネコン需要もひっ迫していることから、今般、小川建設を当社傘下とするこ

とで、建設会社としての機能を拡充することが小川建設及び当社の成長に資すると判断致しました。

 

③企業結合日

2025年10月27日（みなし取得日2025年12月31日）

 

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

⑤結合後企業の名称

名称に変更はありません。

 

⑥取得する議決権比率

51.0％

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得するためであります。

 

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金及び預金　　　4,000百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　　4,000百万円

 

（３）主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　88百万円

 

（４）発生するのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
(2025年11月30日)

提出日現在発行数（株）
(2026年１月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,147,915 35,147,915
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 35,147,915 35,147,915 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年１月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年６月１日～

2025年11月30日
－ 35,147,915 － 1,750 － 772
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（５）【大株主の状況】

  2025年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社シノケングループ 福岡県福岡市中央区天神1-1-1 12,342,500 37.34

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 1,462,841 4.43

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505044

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,

BOSTON,MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2-15-1）

889,800 2.69

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町2-2-1 733,900 2.22

株式会社ジュポンインターナショナル 東京都大田区西糀谷4-31-5 426,100 1.29

株式会社九州リースサービス 福岡県福岡市博多区博多駅前4-3-18 373,100 1.13

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋2-4-2 305,000 0.92

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

240 GREENWICH STREET,NEW YORK,NY

10286,USA

（東京都港区港南2-15-1）

265,100 0.80

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内2-7-3 249,420 0.75

山本　博史 東京都目黒区 245,800 0.74

計 － 17,293,561 52.32

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を四捨五入しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,091,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,967,700 329,677 －

単元未満株式 普通株式 88,415 － －

発行済株式総数  35,147,915 － －

総株主の議決権  － 329,677 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式が40株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社プロパスト
東京都港区麻布十番

1-10-10
2,091,800 － 2,091,800 5.95

計 － 2,091,800 － 2,091,800 5.95

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を四捨五入しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年６月１日から2025年11月30

日まで）に係る中間財務諸表について、HLB Meisei有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　当社は株式会社小川建設を子会社化しました。本株式取得に伴い当社は2026年５月期第３四半期より連結決算に移

行する予定でおります。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当中間会計期間
(2025年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,605 8,433

売掛金 0 0

販売用不動産 6,769 3,061

仕掛販売用不動産 13,255 9,814

貯蔵品 4 3

その他 2,787 1,968

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 29,422 23,281

固定資産   

有形固定資産 25 20

無形固定資産 5 6

投資その他の資産   

関係会社株式 - 4,088

その他 728 716

投資その他の資産合計 728 4,804

固定資産合計 759 4,831

資産合計 30,182 28,113

負債の部   

流動負債   

買掛金 99 16

短期借入金 3,149 989

１年内返済予定の長期借入金 7,197 6,273

未払法人税等 581 684

引当金 42 88

その他 698 489

流動負債合計 11,769 8,542

固定負債   

長期借入金 6,157 6,158

引当金 61 43

その他 19 9

固定負債合計 6,238 6,211

負債合計 18,007 14,753

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,750 1,750

資本剰余金 773 773

利益剰余金 9,866 11,150

自己株式 △286 △386

株主資本合計 12,103 13,287

新株予約権 71 71

純資産合計 12,175 13,359

負債純資産合計 30,182 28,113

 

EDINET提出書類

株式会社プロパスト(E04064)

半期報告書

10/19



（２）【中間損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

売上高 15,902 15,637

売上原価 13,274 12,458

売上総利益 2,627 3,178

販売費及び一般管理費 ※ 830 ※ 819

営業利益 1,796 2,359

営業外収益   

受取利息 0 6

受取配当金 6 5

為替差益 - 7

その他 0 0

営業外収益合計 7 19

営業外費用   

支払利息 223 165

融資手数料 68 69

その他 2 0

営業外費用合計 293 235

経常利益 1,509 2,144

税引前中間純利益 1,509 2,144

法人税、住民税及び事業税 498 648

法人税等調整額 △32 11

法人税等合計 465 659

中間純利益 1,044 1,484
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 1,509 2,144

減価償却費 8 5

株式報酬費用 5 5

受取利息及び受取配当金 △6 △11

支払利息 223 165

融資手数料 68 69

棚卸資産の増減額（△は増加） 675 7,150

前渡金の増減額（△は増加） 245 705

前払費用の増減額（△は増加） 4 109

仕入債務の増減額（△は減少） 5 △83

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 0 △1

未払金の増減額（△は減少） △43 △38

賞与引当金の増減額（△は減少） 15 46

未払消費税等の増減額（△は減少） 78 16

前受金の増減額（△は減少） 49 △146

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △2 △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 △17

その他 △41 △32

小計 2,798 10,076

利息及び配当金の受取額 6 11

利息の支払額 △214 △165

法人税等の支払額 △458 △548

その他 △68 △69

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,063 9,305

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △107 △6

定期預金の払戻による収入 57 30

関係会社株式の取得による支出 - △4,088

その他 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △49 △4,064

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 4,371 1,440

短期借入金の返済による支出 △3,937 △3,600

長期借入れによる収入 5,928 3,835

長期借入金の返済による支出 △6,202 △4,756

自己株式の取得による支出 △105 △100

配当金の支払額 △134 △199

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △80 △3,382

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,932 1,851

現金及び現金同等物の期首残高 2,946 6,568

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,878 ※ 8,419
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【注記事項】

（中間損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間会計期間
（自 2024年６月１日
　　至 2024年11月30日）

　当中間会計期間
（自 2025年６月１日
　　至 2025年11月30日）

その他販売経費 296百万円 275百万円

従業員給与及び賞与 195 191

賞与引当金繰入額 13 41

退職給付費用 2 4

貸倒引当金繰入額 0 △0

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

当中間会計期間
（自　2025年６月１日
至　2025年11月30日）

現金及び預金 5,046百万円 8,433百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △168 △13

現金及び現金同等物 4,878 8,419
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自2024年６月１日　至2024年11月30日）
１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月27日

定時株主総会
普通株式 135 ４ 2024年５月31日 2024年８月28日 利益剰余金

 

２.株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得及び処分）

　当社は、2024年10月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式403,400株の取得を行いました。また、2024年

11月１日開催の取締役会決議に基づき、自己株式200,000株の取得を行いました。この結果、当中間会計期間にお

いて、自己株式が104百万円増加しました。

　なお、当該決議に基づく自己株式の取得につきましては、2024年10月31日及び2024年11月14日をもって取得を終

了しております。

　また、2024年９月９日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式62,100株の処分を行い

ました。この結果、当中間会計期間において、自己株式が９百万円減少しました。

　これらの結果、当中間会計期間末において自己株式が286百万円となっております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自2025年６月１日　至2025年11月30日）
１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月27日

定時株主総会
普通株式 200 ６ 2025年５月31日 2025年８月28日 利益剰余金

 

２.株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得及び処分）

　当社は、2025年10月20日開催の取締役会決議に基づき、自己株式354,700株の取得を行いました。この結果、当

中間会計期間において、自己株式が100百万円増加しました。

　なお、当該決議に基づく自己株式の取得につきましては、2025年11月４日をもって取得を終了しております。

　これらの結果、当中間会計期間末において自己株式が386百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間損益計
算書計上額
（注）３ 

分譲開発
事業

賃貸開発
事業

バリューア
ップ事業

計

売上高         

顧客との契約から生

じる収益
－ 10,629 5,264 15,893 8 15,902 － 15,902

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への売上高 － 10,629 5,264 15,893 8 15,902 － 15,902

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 － 10,629 5,264 15,893 8 15,902 － 15,902

セグメント利益 － 1,656 704 2,361 8 2,370 △573 1,796

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業務受託事業
を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△573百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま
す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　該当事項はありません。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
 

 
Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間損益計
算書計上額
（注）３ 

分譲開発
事業

賃貸開発
事業

バリューア
ップ事業

計

売上高         

顧客との契約から生

じる収益
－ 13,782 1,848 15,630 6 15,637 － 15,637

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への売上高 － 13,782 1,848 15,630 6 15,637 － 15,637

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 － 13,782 1,848 15,630 6 15,637 － 15,637

セグメント利益 － 2,713 227 2,940 6 2,947 △588 2,359

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業務受託事業
を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△588百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま
す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　該当事項はありません。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

当中間会計期間
（自　2025年６月１日
至　2025年11月30日）

(1) １株当たり中間純利益 30円83銭 44円52銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 1,044 1,484

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 1,044 1,484

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,870 33,344

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 30円50銭 44円03銭

（算定上の基礎）   

中間純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 369 370

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末

から重要な変動があったものの概要

－

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   2026年１月13日

株式会社プロパスト

取締役会　御中

 

HLB Meisei有限責任監査法人

東京都台東区
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大兼　宏章

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 園山　隆幸

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロパ

ストの2025年６月１日から2026年５月31日までの第40期事業年度の中間会計期間（2025年６月１日から2025年11月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社プロパストの2025年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して限定付

EDINET提出書類

株式会社プロパスト(E04064)

半期報告書

18/19



結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していないと

信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価す

る。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以 上

 

　（注）　１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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